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坂東市介護認定審査会ペーパーレス会議システム導入・保守運用業務委託 

に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１　趣旨 

本要領は、坂東市（以下、「本市」）が実施する「坂東市介護認定審査会ペーパーレス

会議システム導入・保守運用業務」（以下、「本業務」）について、契約の相手方となる

事業者を坂東市プロポーザル実施要綱（平成２１年１２月１１日告示第２０８号。以下

「要綱」という。）に基づく公募型プロポーザル方式（以下「本プロポーザル」とい

う。）により選定するために必要な事項を定めるものとする。 

本要領に従い、最も優れた提案をした者を契約候補者として選定し、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第２号による随意契約を締結する

ものである。 

 

２　業務の概要 

（１）業務名 

坂東市介護認定審査会ペーパーレス会議システム導入・保守運用業務委託 

（２）業務内容 

別紙1「坂東市介護認定審査会ペーパーレス会議システム導入・保守運用業務委託

仕様書」参照 

（３）納入期限 

　　　令和７年１２月２６日（金）まで 

（４）操作説明会等期限 

　　　令和８年１月５日（月）から同年１月２３日（金）まで 

（５）保守運用期間 

　　　令和８年１月１日（木）から同年３月３１日（火）まで 

　　　※次年度以降については、本プロポーザルにおいて選定した契約候補者と随意契約

を締結したのち、本市と協議のうえ長期の契約を締結する。 

 

３　提案限度額 

　（１）提案限度額 

総額：金３７５，７６０円（消費税及び地方消費税を含む） 

　　　※上記金額は単に本業務に係る予算規模を示したものであり、予定価格について

は、本限度額の範囲内で別途設定する。 

（２）提案限度額の内訳 

ア　導入費用（ペーパーレス会議システム用クラウド初期設定、システムマニュア

ルの納品、操作研修等に要する費用） 
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　　　イ　保守運用等費用（システム利用料、保守運用費用、サーバ使用料） 

　（３）留意事項 

　　（２）のイの保守・運用等費が、月額で以下の金額を超過した場合は、失格とする。 

　　　　月額：金３４，３２０円（消費税及び地方消費税を含む） 

　　　 

４　選定方式 

　　公募型プロポーザル方式 

 

５　資格要件 

　　本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる参加資格要件をすべて満たしているこ

とを要件とする。 

（１）本市の令和７・８年度一般競争（指名競争）入札参加資格の有資格者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当していない者であること。 

（３）坂東市建設工事請負業者指名停止等措置要綱（平成１７年坂東市訓令第４７号）に

基づく指名停止措置を受けていない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

る者でないこと。 

（５）国税及び地方税を滞納している者でないこと。また、本市が求めた場合には、税の

滞納がないことを証する納税証明書を提出できること。 

（６）「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団及び第６号に規定する暴力団員でないこと。又は、坂東市

建設工事暴力団等排除対策措置要綱（平成１９年坂東市訓令４７号）別表各号に掲げ

る措置要件に該当する者でないこと。 

（７）過去５年以内（令和２年４月１日から令和７年３月３１日）に地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）に規定する地方公共団体を元請として、介護認定審査会ペーパー

レス会議システム導入及び保守運用業務の契約を締結し、履行した実績を有すること。 

 

６　質問の受付及び回答 

本要領、仕様書等に関する質問は、次により行う。 

（１）提出書類 

質問書（様式第５号）に必要事項を記載し、「１５　事務局」に記載の電子メール

アドレス宛に送付すること。 

なお、電話及び口頭による質問は受け付けない。 

（２）質問受付期間 

令和７年８月１８日（月）から同年８月２２日（金）午後５時まで 
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（３）質問に対する回答 

　　　質問者に対し、随時、電子メールで回答する。また、質問及び回答の内容を、以下

の日程を目途に市ホームページで公表する。その際、同趣旨の質問はまとめて回答し、

質問者名は公表しない。 

（４）質問回答日（ホームページへの公表日） 

　　　令和７年８月２５日（月） 

 

７　参加手続 

（１）実施要領・公募仕様書等の確認 

①公告日　令和７年８月１８日（月） 

　②公告方法　市ホームページ及び坂東市公告式条例（平成１７年坂東市条例第３号）別

表に掲げる掲示場への掲示 

　③関係書類の入手方法　本プロポーザルに係る実施要領等の関係書類は、下記の市ホー

ムページからダウンロード可能。紙媒体は保健福祉部介護福祉課において配布する。 

URL　https://www.city.bando.lg.jp/page/page010741.html 

（２）参加表明の手続き 

　①提出書類 

　　本プロポーザルへの参加を希望する者は、本要領、仕様書及び坂東市契約規則（平成

２０年坂東市規則第８号）等の各規程を理解した上で、次のとおり必要書類を提出する。 

ア　プロポーザル参加意向申出書（様式第１号） 

イ　業務担当者調書（任意様式）※業務実施体制が分かるような内容を明記する。 

ウ　会社概要書（様式第３号）　※パンフレット等を添付する。 

エ　業務実績調書（様式第４号） 

②提出部数 

　各１部 

③提出方法 

下記の提出場所に郵送又は持参（いずれの場合も提出期限必着） 

〒３０６－０６９２　茨城県坂東市岩井４３６５番地 

坂東市役所保健福祉部介護福祉課 

　　※郵便による場合は、受取日時及び配達が証明できる方法によることとし、郵便事故

等により提出書類等が提出先に到達しなかったことに対する異議申し立てはできな

い。 

 

（３）受付期間 

令和７年８月１８日（月）から同年８月２９日（金）午後５時まで【必着】 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで） 

https://www.city.bando.lg.jp/page/page010568.html


4 

８　書類審査【第一次審査】 

（１）審査方法 

　　　審査会において、７（２）により提出された書類について、「５　資格要件」各号へ

の適合等について審査し、本プロポーザルへの参加資格を確認する。 

（２）審査結果及び第二次審査実施通知（参加資格確認結果通知書） 

審査結果及び第二次審査実施の有無について、提出者全員に電子メールで通知する。

〔通知予定日：令和７年９月１０日（水）〕 

 

９　提案書等の提出 

８（２）による第二次審査対象者は、次のとおり提案書等を提出すること。 

（１）提出書類 

①提案書等 

ア　提案書（様式第２号） 

イ　企画提案書（任意様式） 

ウ　業務工程表（任意様式） 

エ　業務担当者調書（任意様式）　※７（２）①イと同様の書類 

オ　見積書及び内訳書（任意様式） 

※業務内容及び人件費等の積算内容が分かるように記載すること。 

※次年度以降、本プロポーザルで提案を受けたシステムを継続して使用した場

合の１年度分（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）の「３の（２）

のイ　保守運用費」及びその他必要経費について、見積書及び内訳書を参考

資料として添付すること。 

カ　会社概要書（様式第３号）　※７（２）①ウと同様の書類 

キ　業務実績調書（様式第４号）　※７（２）①エと同様の書類 

※エ、カ及びキについては、プロポーザル参加意向申出書の提出時の書類と同じ

書類を提出すること。ア～キをＡ４版（Ａ３版の折り込みは可）で作成し、１

冊の資料としてまとめること。 

②業務実績を証明する（契約書の写し等）書類（様式第４号関係） 

（２）提出部数 

　　①提案書等　　　　　　　　　正本１部、副本７部 

※正本がカラー印刷の場合、副本もカラー印刷とすること。 

②業務実績を証明する書類　　１部 

（３）提出方法 

下記の提出場所に郵送又は持参（いずれの場合も提出期限必着） 

〒３０６－０６９２　茨城県坂東市岩井４３６５番地 

坂東市役所保健福祉部介護福祉課　 
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　　※郵便による場合は、受取日時及び配達が証明できる方法によることとし、郵便事故

等により提出書類等が提出先に到達しなかったことに対する異議申し立てはできな

い。 

 

（４）受付期間 

令和７年９月１１日（木）から同年９月２６日（金）午後５時まで【必着】 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで） 

 

１０　プレゼンテーション及びヒアリングによる審査【第二次審査】 

　第二次審査対象者に対する第二次審査は、次により行う。 

（１）審査の実施 

審査会において、提案者による提案書類に基づくプレゼンテーション及び提案者への

ヒアリングを実施し、別紙2「評価基準」に基づき、審査する。 

なお、第二次審査対象者が１者の場合においても実施する。 

①実施日 

　　令和７年１０月１５日（水）　午後２時（予定） 

　※時間、順番等は第二次審査実施通知に記載 

②出席者 

１者３人以内とし、説明は本業務と直接関わる者が行うこと。また、本業務を受託した

場合の主たる技術者は必ず出席すること。 

③その他 

　　ア　対面形式で実施。審査時間（目安）は、プレゼンテーション２０分、ヒアリング

１０分とする。 

　　イ　当日における追加資料の提出はできない。スクリーンを使用する場合は、提案書

等にある内容以外のものを映すことはできない。 

　　ウ　機材について、プロジェクター、スクリーン及び電源は事務局で用意することが

可能。希望する場合は提案書等の提出時に申し出ること。パソコンその他の必要な

物品は提案者が用意する。 

（２）審査方法 

　　　第二次審査においては、業務実績、業務実施体制、企画提案内容（プレゼンテーシ

ョン・ヒアリング内容）及び見積金額等を別紙2「評価基準」に基づき総合的に評価

し、最も評価が優れている提案者を契約候補者として、次点を次点候補者として選定

する。 

　①最優秀提案の決定 

　　　　評価者1人当たりの持ち点を１００点とし、各評価者の採点の合計点が最も高い提

案を最優秀提案とし、提案者を契約候補者とする。 
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　　　なお、点数が同点となった場合は、次の方法により順位を決定する。 

　　ア　項目「企画提案内容」の合計点数が高い提案を最優秀提案とする。 

　　イ　アにおいてもなお同点の場合は、見積書の金額が低い提案を最優秀提案とする。 

　②最低基準点の設定等 

　　　各評価者の持ち点の合計を満点とし、その６割を最低基準とする。それ以上の点数

を得たものがいなかった場合は、最優秀提案の決定は行わない。 

　③契約候補者の決定 

　　　市は審査会による評価結果を基に、契約候補者を決定する。 

（３）審査結果の公表及び通知 

市ホームページにおいて、契約候補者及び次点候補者の名称を公表する。あわせて、

すべての提案者に、自身の審査結果（合計点）について電子メールで通知する。 

〔公表及び通知予定日：令和７年１０月１６日（木）〕 

 

１１　契約の締結 

市は、契約候補者となった者と、提案書等の記載事項等に基づき、契約に係る業務仕

様及び契約金額について協議を行い、委託契約を締結する。 

契約締結に係る協議が不調に終わったときや、坂東市契約規則その他関係法令に照ら

して本業務を委託することが困難と認められる場合は、契約を締結しないこととし、次

点候補者と契約に向けた交渉を行うものとする。この場合において、本業務の受託準備

のために要した費用は補償しない。 

 

１２　スケジュール 

令和７年８月１８日（月）　実施要領公告 

令和７年８月２２日（金）　質問書受付期限　　※質問には随時個別回答 

令和７年８月２５日（月）　質問回答日（ホームページ公表日） 

令和７年８月２９日（金）　プロポーザル参加意向申出書提出期限 

令和７年９月１０日（水）　参加資格確認結果及び審査実施通知 

令和７年９月２６日（金）　提案書等提出期限 

令和７年１０月１５日（水）　プレゼンテーション及びヒアリング（予定） 

令和７年１０月１６日（木）　審査結果通知（予定） 

令和７年１０月下旬　　　　契約締結（予定） 

 

１３　留意事項 

（１）本プロポーザルに関して発生する費用は、全て提案者の負担とする。 

（２）提案者より提出された提案書等は、返却しない。 

（３）提出期限以後の提案書等の修正や資料の追加等は認めない。 
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（４）提案者が１者の場合でも、本プロポーザルを実施する。 

（５）プロポーザル参加申込書意向申出書の提出後に辞退する場合は、書面により申し出

ること。 

（６）審査結果に対する異議申立ては受け付けない。 

（７）提案者は、他者の評価結果について提示を求めることはできない。 

（８）評価点合計が１位であっても、公募仕様書に沿わない事実が判明した場合は、契約

候補者として選定しない場合がある。 

（９）本要領の各項目に定める期間のうち、「坂東市の休日を定める条例（平成17年坂東

市条例第２号）第１条に規定する本市の休日にあっては、書類等の配布、受付等は

できない。 

 

１４　失格事項 

次のいずれかに該当した場合は、失格となる場合がある。 

（１）書類の内容に不備、不足又は虚偽があった場合 

（２）書類提出後に、書類の内容に大きな変更等が生じ、本プロポーザルに影響があると

認められる場合 

（３）本要領に定める手続以外の手法により、直接、間接を問わず故意に審査委員又は関

係者に接触し、本プロポーザルに対する援助又は何らかの便宜若しくは情報の提供を

求めた場合 

（４）直接、間接を問わず故意に他の参加者又は参加者と関係があると認められる者に接

触した場合 

（５）審査の公平性を害する行為や一連の公募手続を通じて著しく信義に反する行為又は

審査結果に影響を及ぼすおそれがあると認められる行為を行った場合 

（６）その他審査委員会が不適格と認めた場合 

 

１５　事務局（問合せ先） 

　　坂東市役所保健福祉部　介護福祉課　中山　本田 

　　〒306-0692　茨城県坂東市岩井4365番地 

　　TEL：0297－21-2193（直通） 

　　FAX：0297－21-2210 

Email：kaigo@city.bando.ibaraki.jp 


